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1. 建物の地震応答解析の概要  

本資料は、原子炉建物及び原子炉附属建物の静的地震力の算定結果及び保有水平耐力の評価結

果について説明するものである。 
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2. 一般事項 

2.1 位置 

原子炉建物及び原子炉附属建物の位置を第 2.1 図に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 2.1図 原子炉建物及び原子炉附属建物の位置 
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2.2 構造概要 

原子炉建物及び原子炉附属建物は、平面形状が 50.0m(EW)×55.0m(NS)のほぼ正方形を成して

おり、地上高さ 13.7ｍ(地上 2階(一部 26.7m))、地下深さ 31.8m(地下 2階)の鉄筋コンクリート

造の建物である。基礎は、厚さ 5.0mから 9.0mのべた基礎とし、第四系更新統の東茨城層群(Is-

S1)に設置されている。 

建家の平面図及び断面図を第 2.2図から第 2.9 図に示す。 
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第 2.2図 原子炉建物及び原子炉附属建物平面図（B2F（G.L.-19.45m）） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 2.3図 原子炉建物及び原子炉附属建物平面図（BM2F（G.L.-12.95m））  

核物質防護情報（管理情報）が含まれているため公開できません。 

核物質防護情報（管理情報）が含まれているため公開できません。 
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第 2.4図 原子炉建物及び原子炉附属建物平面図（B1F（G.L.-7.3m）） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 2.5図 原子炉建物及び原子炉附属建物平面図（BM1F（G.L.-4.3m））  

核物質防護情報（管理情報）が含まれているため公開できません。 

核物質防護情報（管理情報）が含まれているため公開できません。 
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第 2.6図 原子炉建物及び原子炉附属建物平面図（1F（G.L.+0.2m）） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 2.7図 原子炉建物及び原子炉附属建物平面図（2F（G.L.+8.6m））  

核物質防護情報（管理情報）が含まれているため公開できません。 

核物質防護情報（管理情報）が含まれているため公開できません。 
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第 2.8図 原子炉建物及び原子炉附属建物平面図（RF（G.L.+13.7m）） 

  

核物質防護情報（管理情報）が含まれているため公開できません。 



9 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 2.9図 原子炉建物及び原子炉附属建物の断面図  

核物質防護情報（管理情報）が含まれているため公開できません。 
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2.3 評価方針 

原子炉建物及び原子炉附属建物の静的地震力は、弾性設計用地震動 Sdによる地盤の地震応答

解析を基に建物入力地震動の設定、建物応答解析モデルの設定を行い、固有値解析を実施し、

その固有値解析の結果から地震層せん断力係数の高さ方向の分布係数を算出することにより求

める。また、必要保有水平耐力を評価し、原子炉建物及び原子炉附属建物の保有水平耐力に裕

度があることを確認する。 

原子炉建物及び原子炉附属建物の地震応答解析・評価フローを第 2.10図に示す。 
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第 2.10図 原子炉建物及び原子炉附属建物の地震応答解析・評価フロー  

地盤応答解析モデルの設定 

建物入力地震動の設定 

建物応答解析モデルの設定 

建物の地震応答解析 

必要保有水平耐力 

耐震壁の 

せん断応力の評価 

地盤物性値評価 

解析・評価開始 

建物の質量・剛性評価 

弾性設計用地震動 Sd 

地盤の地震応答解析 

地震層せん断力係数の 
高さ方向の分布係数の算定 建物の固有値解析 

静的地震力 

評価終了 

接地圧の評価 

・応答加速度、・応答変位 
・応答曲げモーメント 
・応答せん断力、・応答軸力 
・応答せん断ひずみ 

基礎浮上りの検討 

設計用床応答 

スペクトルの作成 

 ：本資料の対象外 
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2.4 準拠規格・基準 

原子炉建物及び原子炉附属建物の地震応答解析において、準拠する規格・基準等を以下に示す。 

(1) 建築基準法・同施行令 

(2) 原子力発電所耐震設計技術指針 JEAG4601（日本電気協会） 

(3) 鉄筋コンクリート構造計算規準・同解説―許容応力度設計法―（日本建築学会） 

(4) 鋼構造設計規準―許容応力度設計法―（日本建築学会） 

(5) 建築基礎構造設計指針（日本建築学会） 
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2.5 使用材料 

原子炉建物及び原子炉附属建物の地震応答解析に用いるコンクリートの材料定数を第 2.1 表

に、鋼材の材料定数を第 2.2表に示す。 

 

第 2.1表 コンクリートの材料定数 

対象 
設計基準強度 

Fc(N/mm2) 

ヤング係数 

E(N/mm2) 

ポアソン比 

ν 

原子炉建物及び 

原子炉附属建物 
22.1 2.21×104 0.20 

 

 

 

第 2.2表 鋼材の材料定数 

対象 種類 
ヤング係数 

E(N/mm2) 

ポアソン比 

ν 

原子炉格納容器 

ASME SA-516 

Grade60 

(JIS SGV410相当) 

2.05×105 0.30 
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3. 入力地震動 

3.1 水平方向の入力地震動 

水平方向の入力地震動は、弾性設計用地震動 Sd を解放基盤表面に入力して一次元波動論によ

り算定した建物の基礎底面及び側面地盤ばね位置での応答波とする。 

算定に用いる地盤モデルは、当該敷地の地層等を考慮して設定された水平成層地盤とし、等価

線形化法により地盤の非線形性を考慮する。 

水平方向の入力地震動算定の概要を第 3.1図に、地盤の物性値を第 3.1 表に、地盤の非線形特

性を第 3.2図及び第 3.3図に示す。入力地震動の算定に使用する解析コードは「SHAKE(カリフォ

ルニア大学)」である。 

弾性設計用地震動 Sd による地盤の地震応答解析結果を第 3.4 図から第 3.16 図に、建物の基

礎底面位置における水平方向の入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトルを第

3.17図から第 3.20図に示す。 

 

  



15 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 3.1図 入力地震動算定の概要（NS、EW） 
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第 3.1表 地盤の物性値 
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第 3.2図 地盤の非線形特性（1/2） 
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第 3.3図 地盤の非線形特性（2/2） 
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第 3.4図 弾性設計用地震動 Sdによる地盤の地震応答解析結果（Sd-1 NS） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 3.5図 弾性設計用地震動 Sdによる地盤の地震応答解析結果（Sd-1 EW）  
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第 3.6図 弾性設計用地震動 Sdによる地盤の地震応答解析結果（Sd-2 NS） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 3.7図 弾性設計用地震動 Sdによる地盤の地震応答解析結果（Sd-2 EW）  
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第 3.8図 弾性設計用地震動 Sdによる地盤の地震応答解析結果（Sd-3 NS） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 3.9図 弾性設計用地震動 Sdによる地盤の地震応答解析結果（Sd-3 EW）  
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第 3.10図 弾性設計用地震動 Sdによる地盤の地震応答解析結果（Sd-4 NS） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 3.11図 弾性設計用地震動 Sdによる地盤の地震応答解析結果（Sd-4 EW）  
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第 3.12図 弾性設計用地震動 Sdによる地盤の地震応答解析結果（Sd-5 NS） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 3.13図 弾性設計用地震動 Sdによる地盤の地震応答解析結果（Sd-5 EW）  
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第 3.14図 弾性設計用地震動 Sdによる地盤の地震応答解析結果（Sd-6 水平） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 3.15図 弾性設計用地震動 Sdによる地盤の地震応答解析結果（Sd-D 水平）  
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第 3.16 図 入力地震動の加速度時刻歴波形(Sd、NS、基礎底面位置)  
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第 3.17 図 入力地震動の加速度時刻歴波形(Sd、EW、基礎底面位置)  
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第 3.18図 入力地震動の加速度応答スペクトル（NS、基礎底面位置） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 3.19図 入力地震動の加速度応答スペクトル（EW、基礎底面位置） 
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3.2 鉛直方向の入力地震動 

鉛直方向の入力地震動は、弾性設計用地震動 Sd を解放基盤表面に入力して一次元波動論によ

り算定した建物の基礎底面位置での応答波とする。 

算定に用いる地盤モデルは、水平方向の入力地震動の算定において設定された物性値に基づ

き,基礎底面位置より上部を剥ぎ取った地盤モデルとする。 

鉛直方向の入力地震動算定の概要を第 3.20 図に示す。入力地震動の算定に使用する解析コー

ドは「SHAKE(カリフォルニア大学)」である。 

弾性設計用地震動 Sd による地盤の地震応答解析結果を第 3.21 図に、建物の基礎底面位置に

おける鉛直方向の入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトルを第 3.22 図及び第

3.23図に示す。 
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第 3.20図 入力地震動算定の概要（UD） 
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第 3.21図 弾性設計用地震動 Sdによる地盤の地震応答解析結果（UD）  
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第 3.22 図 入力地震動の加速度時刻歴波形（UD、基礎底面位置）  
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第 3.23図 入力地震動の加速度応答スペクトル（UD、基礎底面位置） 
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4. 地震応答解析モデル 

4.1 水平方向の地震応答解析モデル 

水平方向の地震応答解析モデルは、建物と地盤の相互作用を考慮した曲げせん断型の多軸多

質点系モデルとする。 

水平方向の地震応答解析モデルを第 4.1 図に、解析モデルの諸元を第 4.1 表及び第 4.2 表に

示す。 

耐震壁のせん断の復元力特性は、第 4.2 図に示すトリリニア型のスケルトンカーブとし,履歴

特性は最大点指向型とする。曲げの復元力特性は、第 4.3図に示すトリリニア型のスケルトンカ

ーブとし、履歴特性はディグレイディングトリリニア型とする。せん断及び曲げのスケルトンカ

ーブを第 4.3表から第 4.6表に示す。 

基礎下の底面地盤ばねは、JEAG4601-1991 追補版に基づき,振動アドミッタンス理論により算

定する。底面地盤ばねの評価に使用する解析コードは「ST-CROSS」（(株)竹中工務店）である。

また、埋め込み部分の側面地盤ばねは、Novakの方法により算定する。側面地盤ばねの評価に使

用する解析コードは「NOVAK」（(株)竹中工務店）である。 

地盤ばね定数及び減衰係数を第 4.7 表及び第 4.8 表に、地盤ばねの定式化の概要を第 4.4 図

に示す。 

建物の減衰はモード減衰として与え、各次のモード減衰定数は建物各部のひずみエネルギー

に比例した値として算定する。建物のコンクリート部分の減衰定数は 5%、鋼製部分の減衰定数

は 1%とする。 

建物の地震応答解析に使用する解析コードは「TDAS」（(株)竹中工務店）である。 

なお、解析モデルの妥当性は、添付書類 1-3「地震観測シミュレーションによる原子炉建物及

び原子炉附属建物の地震応答解析モデルの妥当性確認」により確認している。 
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第 4.1図 水平方向の地震応答解析モデル 
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第 4.1表 地震応答解析モデルの諸元（NS） 
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第 4.2表 地震応答解析モデルの諸元（EW） 
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第 4.2図 せん断のスケルトンカーブ（τ-γ関係） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 4.3図 曲げのスケルトンカーブ（M-φ関係）  
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第 4.3表 せん断のスケルトンカーブ（τ-γ関係、NS） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 4.4表 曲げのスケルトンカーブ（M-φ関係、NS） 
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第 4.5表 せん断のスケルトンカーブ（τ-γ関係、EW） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 4.6表 曲げのスケルトンカーブ（M-φ関係、EW） 
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第 4.7表 地盤ばね定数及び減衰係数（NS、EW）（1/2） 
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第 4.8表 地盤ばね定数及び減衰係数（NS、EW）（2/2） 
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第 4.4図 地盤ばねの定式化の概要 
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4.2 鉛直方向の地震応答解析モデル 

鉛直方向の地震応答解析モデルは、建物と地盤の相互作用を考慮した多軸多質点系モデルと

する。建物部分は質点を鉛直方向のばねで連結する。 

なお、建物の埋め込み部分は考慮しないモデルとする。 

鉛直方向の解析モデルを第 4.5図に、解析モデルの諸元を第 4.9表に示す。 

基礎下の底面地盤ばねは、JEAG4601-1991追補版に基づき、振動アドミッタンス理論により算

定する。底面地盤ばねの評価に使用する解析コードは「ST-CROSS」（(株)竹中工務店）である。 

地盤ばね定数及び減衰係数を第 4.10表に示す。 

建物の減衰はモード減衰として与え、各次のモード減衰定数は建物各部のひずみエネルギー

に比例した値として算出する。建物のコンクリート部分の減衰定数は 5%、鋼製部分の減衰定数

は 1%とする。 

建物の地震応答解析に使用する解析コードは「TDAS」（(株)竹中工務店）である。 
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第 4.5図 鉛直方向の地震応答解析モデル 
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第 4.9表 地震応答解析モデルの諸元（UD） 
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第 4.10表 地盤ばね定数及び減衰係数（UD） 
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5. 解析結果 

5.1 固有値解析結果 

地震応答解析モデルの固有値解析結果を第 5.1 表から第 5.3表に示す。刺激関数を Sd-D の結

果を代表して、水平方向を第 5.1図から第 5.4図に、鉛直方向を第 5.5図から第 5.6図に示す。 
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第 5.1表 固有値解析結果（NS） 
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第 5.2表 固有値解析結果（EW） 
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第 5.3表 固有値解析結果（UD） 
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第 5.1図 刺激関数（NS、1次～4次） 
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第 5.2図 刺激関数（NS、5次～8次） 
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第 5.3図 刺激関数（EW、1次～4次） 
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第 5.4図 刺激関数（EW、5次～8次） 
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第 5.5図 刺激関数（UD、1次～4次） 
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第 5.6図 刺激関数（UD、5次～8次） 
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6. 静的地震力の評価 

(1) 水平地震力 

水平地震力を算定する基準面は、地表面（G.L.+0.0m）とする。基準面より上の部分（地

上部分）の地震力は、地震層せん断力係数を用いて以下の式より算出する。ただし、原子炉

建物、原子炉格納容器は、基礎スラブから独立しており、側方地盤と接していないため、水

平地震力を算定する基準面は、基礎スラブ上端（原子炉建物 G.L.-22.3m、原子炉格納容器

G.L.-15.7m）とする。 

 

Qi＝n・Z・Ci・Wi 

Ci＝β・Rt・Ai・C0 

ここで 

Qi ：基準面より上の i層に作用する静的水平地震力 

N ：施設の重要度分類に応じた係数 

（Sクラス：3.0、Bクラス：1.5、Cクラス：1.0） 

Z ：地震地域係数（1.0） 

Ci ：i 層の地震層せん断力係数 

Wi ：i 層が支える重量 

Rt ：振動特性係数（1.0） 

β ：補正係数（0.7） 

Ai ：i 層の地震層せん断力係数の高さ方向の分布係数 

C0 ：標準せん断力係数（0.2） 

 

基準面より下の部分（地下部分）の地震力は、当該部分の重量に以下の式によって算定す

る地下震度を乗じて算出する。 

 

K＝0.1・n・(1-H/40)・Z・α 

ここで 

K ：地下部分の水平震度 

N ：施設の重要度分類に応じた係数 

（Sクラス：3.0、Bクラス：1.5、Cクラス：1.0） 

H ：基準面より下の各部分の基準面からの深さ 

（20mを超えるときは 20とする） 

Z ：地震地域係数（1.0） 

α ：建屋側方地盤の影響を考慮した水平地下震度の補正係数 

 

原子炉附属建物の地震層せん断力係数及び静的地震力を第 6.1 表及び第 6.2 表に示す。

原子炉建物の地震層せん断力係数及び静的地震力を第 6.3 表及び第 6.4 表に示す。原子炉

格納容器の地震層せん断力係数及び静的地震力を第 6.5表及び第 6.6表に示す。 
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(2) 鉛直地震力 

鉛直地震力は、鉛直震度 0.3を基準とし、建物・構築物の振動特性及び地盤の種類等を考慮

して、次式によって算定する鉛直震度を用いて定める。 

 

Cv＝Rv・0.3 

ここで 

Cv ：鉛直震度 

Rv ：鉛直方向振動特性係数（0.9） 
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第 6.1表 原子炉建物の地震層せん断力係数及び静的地震力（NS） 

 

 

 

第 6.2表 原子炉建物の地震層せん断力係数及び静的地震力（EW） 
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第 6.3表 原子炉附属建物の地震層せん断力係数及び静的地震力（NS） 

 

 

 

第 6.4表 原子炉附属建物の地震層せん断力係数及び静的地震力（EW） 
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第 6.5表 原子炉格納容器の地震層せん断力係数及び静的水平地震力（NS） 

 

 

 

第 6.6表 原子炉格納容器の地震層せん断力係数及び静的水平地震力（EW） 
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7. 保有水平耐力の評価 

各層において、保有水平耐力 Qu が必要保有水平耐力 Qun に対して妥当な安全裕度を有している

ことを確認する。 

各層の必要保有水平耐力 Qunは、以下の式より算出する。 

 

Qun=Ds・Fes・Qud 

ここで 

Qun：各層の必要保有水平耐力 

Ds ：各層の構造特性係数（0.55） 

Fes：各層の形状特性係数（1.0） 

Qud：当該部分に作用する水平地震力 

ここで、Qudは、7.3項の静的地震力で求めた水平地震力 Qiの nの値を 1.0、C0の

値を 1.0 として計算した値 

 

必要保有水平耐力 Qun と保有水平耐力 Quの比較結果を第 7.1表及び第 7.2表に示す。 

保有水平耐力 Qu は、必要保有水平耐力 Qunに対して十分な安全裕度を有していることを確認し

た。 
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第 7.1表 必要保有水平耐力 Qunと保有水平耐力 Quの比較結果（NS） 

建物 階 
部材 

番号 

必要保有水平耐力 

Qun（kN） 

保有水平耐力 

Qu（kN） 
Qu/Qun 

原
子
炉
建
物 

2F 6 6,390 78,055 12.2 

1F 5 20,128 359,453 17.8 

BM1F 4 39,065 609,391 15.5 

B1F 3 53,456 562,331 10.5 

BM2F 2 71,700 560,227 7.8 

原
子
炉
附
属
建
物 

CRF 18 4,219 109,079 25.8 

RF 17 29,117 584,666 20.0 

2F 16 61,308 494,533 8.0 

1F 15 112,275 1,730,419 15.4 

BM1F 14 169,193 1,753,259 10.3 

BM2F 13 219,396 2,226,449 10.1 

 

 

第 7.2表 必要保有水平耐力 Qunと保有水平耐力 Quの比較結果（EW） 

建物 階 
部材 

番号 

必要保有水平耐力 

Qun（kN） 

保有水平耐力 

Qu（kN） 
Qu/Qun 

原
子
炉
建
物 

2F 6 6,446 99,463 15.4 

1F 5 20,230 483,709 23.9 

BM1F 4 39,278 632,456 16.1 

B1F 3 53,685 589,347 10.9 

BM2F 2 71,700 682,552 9.5 

原
子
炉
附
属
建
物 

CRF 18 4,302 111,240 25.8 

RF 17 29,227 666,450 22.8 

2F 16 61,308 736,396 12.0 

1F 15 111,931 1,696,553 15.1 

BM1F 14 168,465 1,567,422 9.3 

BM2F 13 218,328 2,089,919 9.5 
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8. 機器・配管系の評価に用いる静的地震力 

機器・配管系の評価に用いる静的地震力の算定にあたっては、6.(1)及び(2)により求めた層せん

断力係数 Ci、地下部分の水平震度 K、鉛直震度 Cvを 1.2倍した値を使用する。 

機器・配管系の評価に用いる原子炉建物の静的震度を第 8.1表及び第 8.2表、原子炉附属建物の

静的震度を第 8.3表及び第 8.4表に、原子炉格納容器の静的震度を第 8.5表及び第 8.6表示す。 
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第 8.1表 機器・配管系の評価に用いる原子炉建物の静的震度（NS） 

 

 

第 8.2表 機器・配管系の評価に用いる原子炉建物の静的震度（EW） 
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第 8.3表 機器・配管系の評価に用いる原子炉附属建物の静的震度（NS） 

 

 

第 8.4表 機器・配管系の評価に用いる原子炉附属建物の静的震度（EW） 
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第 8.5表 機器・配管系の評価に用いる原子炉格納容器の静的震度（NS） 

 
 

第 8.6表 機器・配管系の評価に用いる原子炉格納容器の静的震度（EW） 

 


